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新リサーチ・アシスタント（ＲＡ）制度に関する事務手続きについて 

 

 平成 20年 4月 1日以降、本学のリサーチ・アシスタントの委嘱については、東京大学リサーチ・

アシスタント実施要領（平成 20年 2月 22日総長裁定）に則り、下記のとおり実施いただくことと

なりますので、よろしくお取り計らい願います。 

 

記 

１．対象者 

大学院博士後期課程及び獣医学又は医学を履修する大学院博士課程に在籍する学生 

 

２．委嘱手続き 

 （1）公募 

上記１の学生を対象として、適切な範囲において、公募その他の方法により候補者を募るこ

とを原則とする。公募の対象範囲については、原資となる経費（プロジェクト）により、当

該研究プロジェクトに有益な研究業務を行うことが期待できることを条件として、各部局又

は外部資金を基礎とする拠点等（以下「各部局等」という。）の判断により実施することがで

きる。 

 （2）採択 

①採択にあたり、上記１の学生から提出されたリサーチ・アシスタント研究業務計画書(様

式 1)を基に各部局等に設置された評価委員会等にて、当該研究プロジェクトにとって有益

な研究成果が期待できるか、大学院生に委嘱する研究業務として適正な規模か等の観点か

ら審査し決定する。 

   ②採択された学生に対しては、リサーチ・アシスタント研究業務委嘱通知書(様式 1-2)を交   

付する。 

（3）委嘱 

委嘱開始日は、月の初日からとし、終了日は月の末日とする。また、委嘱期間は、当該会計

年度を超えない範囲とする。 

（4）委嘱内容の変更 

①委嘱期間中に当該学生からの申し出により委嘱期間を変更（委嘱の中止を含む。）する場合

は、再度評価委員会等の審査を経た上で、リサーチ・アシスタント研究業務変更通知書(様

式 3-1)又はリサーチ・アシスタント研究業務中止通知書(様式 3-2)を交付する。 

②実施要領第８条に規定する不測の事態や当該学生の研究業務の進捗状況等に応じ、委嘱期

間中であっても委嘱単価の変更や委嘱の中止を行うことができるが、その場合も評価委員

会等の審査を経た上で行う。 



（5）委嘱内容の評価 

委嘱期間終了後、当該学生から提出されたリサーチ・アシスタント研究業務終了報告書(様式

2)について各部局等の評価委員会等において、研究業務の実施内容及び遂行経過の審査及び

評価を行う。 

  ※上記手続きのため、様式について各部局等の状況に応じ若干の変更、追加を行なうこと、研

究計画や研究成果を適切に審査、評価するために提出書類に附属資料の添付を義務付けるこ

とについては、差し支えない。 

 

３．リサーチ・アシスタント研究業務月額単価の取扱い 

（1）研究業務単価の決定については、委嘱する研究業務内容に応じ、リサーチ・アシスタント研

究業務単価表(別表)により１万円から２０万円の範囲内で、各部局等の評価委員会等におい

て承認された単価を支給する。 

  ※月額単価の日割支給は行なわない。 

(2) 研究業務月額単価の支給については、当該委嘱月の翌月とする。なお、人事給与システムへ

の入力については、入力画面の職名コードの欄に「９０２１」を入力し、単価１の欄に決定

した月額を直接入力する。 

  ※グローバルＣＯＥ・ＲＡの職名コード「９０２３」は、廃止する。 

※詳細な入力方法は「短時間・委嘱等発令マニュアル」を参照。 

 

４．留意事項 

（1）日本学術振興会特別研究員、国費留学生や民間等から返還義務のない相当額の奨学金を受給

している学生については、原則として対象者から除外する。 

（2）学生が遂行する研究業務については、当該学生の授業等に支障がないよう教育的配慮に努め

る。 

（3）在留資格が「留学」である外国人留学生に対しリサーチ・アシスタントを委嘱する場合は、

資格外活動許可を受けた上で従事しなければならない。 

（4）研究業務単価の支給は、税法上、給与所得として課税されるので、毎月所得税を源泉徴収の

上、支給することとなる。その際、１月から１２月までの年収が１０３万円を超えると所得

税が課税されるため、年末調整や確定申告を行う必要がある。なお、当該年収に応じては、

次年度に住民税が課税される場合もある。 

（5）学生が所得税法上の扶養に入っている場合は、当該学生の１月から１２月までの年収が１０

３万円を超える場合は扶養控除を受けられないこととなる。 

（6）親の健康保険の被扶養者となっている学生は、学生の収入によっては親の被扶養者から外れ

る可能性があるため、注意願いたい。（例：共済組合、政府管掌保険は年額１３０万円（月額

１０８，３３３円）を超える収入がある場合は親の被扶養者から外れる。）また、外れた場合

は学生自身で国民健康保険に加入することが必要となる。 

（7）授業料免除は、世帯の状況により家計基準の計算が異なるが、当該学生の収入額によっては、

免除されない場合もある。また、日本学生支援機構奨学金の採用においても、収入基準額を

超える場合には採用にならない。 

（8）今回の東京大学リサーチ・アシスタント実施要領の制定に伴い、東京大学グローバルＣＯＥ

リサーチ・アシスタントの試行に関する実施要領は廃止する。 


